
専修学校による地域産業中核的人材養成事業
未来投資戦略2017（平成29年6月9日閣議決定）
産業界のニーズを継続的に把握しつつ、産業界の代表との実務レベルでの情報共有
等を行うことを目的とした大学関係者による大学協議体の本年度早々の創設と産
学協働による教育プログラムの構築・実施、専修学校による地域産業中核的人材
養成事業等による産学連携の取組を進めるとともに、これらの取組を横断的に機能
させるために、産業界と教育界による「官民コンソーシアム」について検討し、本年度
中を目途に設立し取組を開始する。

• 教育サイドが産業界のニーズを踏まえたサービスを提供する仕組みの構築
が必要
• AIの発達やインターネットの爆発的普及・活用等に対応した教育内容の充
実が必要
• 教育機関と地方公共団体や企業等とが連携した取組を強化し、地域産
業を担う人材養成など、地方課題の解決に貢献する取組の促進が必要

背景・課題

事業概要
専修学校等に委託を行い、各職業分野において今後必要となる新たな教育モデルを形成するとともに、各地域から人的・物的協力などを得る
ことでカリキュラムの実効性、事業の効率性を高めつつ、各地域特性に応じた職業人材養成モデルを形成する。

• 産学連携体制整備ガイドライン
• 各分野毎の将来人材像、能力の整理
• 産学連携（デュアル教育）ガイドライン
• 各種教育モデルカリキュラム等

人材養成モデルの形成

開発したガイドラインやモデルカリキュラム等
を活用し、全国の専修学校が自らの教育
カリキュラムを改編・充実

人材養成モデルの活用

目指す成果

専修学校と産業界、行政機関等との連携を発
展させ、諸課題に対応した教育内容の充実を
図ることで、地域の中核的な職業教育機関で
ある専修学校の人材養成機能を向上

③：教育プログラム等の開発

Society 5.0等の時代
に求められる能力（例：
「IT力」を融合した専門的
能力等)）について分野
毎に体系的に整理し、そ
の養成に向けたモデルカリ
キュラムを開発する。
（30箇所)

地方創生に向けて、各地
域課題の解決や発展に
向けた将来構想を策定し、
当該構想の実現に今後
必要となる人材に必要な
能力の養成に向けたモデ
ルカリキュラムを開発する。
（30箇所）

学びのセーフティネット機
能強化に向けて、高等専
修学校と地域・外部機関
等との連携を通じた実効
的な教育体制（「チーム
高等専修学校」）を構築
する。
(モデル:5箇所 調査研究
：1箇所)

①：産学連携体制の整備
産官学が「人材育成協議会」
を構築することで、各分野・各
地域における中長期的な人
材育成の在り方を協議し、今
後必要となる人材像や能力・
技術等を整理、効果的な教
育手法を検討する体制を確
立する。(全国版：5箇所
地域版：18箇所 連絡協議
会：1箇所)

②：産学連携手法の開発

学習と実践を組み合わせ
て行う効果的な教育手
法を開発し、学校・産業
界双方のガイドラインとし
て作成・共有化を図る。
(分野別:8箇所 分野横
断:1箇所)

2019年度予算額 1,274百万円
（前年度予算額 1,740百万円）


